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(百万円未満切捨て) 

１.平成20年７月期第３四半期の連結業績(平成19年８月１日～平成20年４月30日) 

(１)連結経営成績 (％表示は、対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期(当期)純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

20 年７月期第３四半期 1,546 (  29.5) 99 (  ―  ) 78 (  ―  ) 39 (  ―  )
19 年７月期第３四半期 1,194 (  32.2) △131 (  ―  ) △17 (  ―  ) △29 (  ―  )
19 年７月期 1,686 (  27.9) △80 (  ―  ) 44 ( 396.6) 11 (  ―  )

 

 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益 

 円 銭 円 銭

20 年７月期第３四半期 407 14 406 65
19 年７月期第３四半期 △301 24 ― ―
19 年７月期 115 85 115 35

 
(２)連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

20 年７月期第３四半期 2,126 1,835 84.5  18,534 10
19 年７月期第３四半期 2,024 1,837 89.5  18,679 57
19 年７月期 2,137 1,857 85.3  18,795 48

 
(３)連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

20 年７月期第３四半期 148 △312 ―  693
19 年７月期第３四半期 △126 △260 73  674
19 年７月期 △63 △118 73  875

 
２.配当の状況 

 
1株当たり配当金 

(基準日) 
第１ 
四半期末 

中間期末 
第３ 
四半期末 

期末 年間 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

19年７月期 ― ― ― ― ― ― ― ― 0 00 
20年７月期 ― ― ― ― ― ―  
20年７月期(予想)    ― ― 0 00 

  
３.平成20年７月期の連結業績予想(平成19年８月１日～平成20年７月31日) 

(％表示は、対前期増減率) 
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通   期 2,013 19.3 35 ― 45 1.8 16 42.7 164 98
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４.その他 

(１)期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴

う特定子会社の異動) 

: 無 

(２)四半期連結財務諸表の作成基準 : 中間連結財務諸表作成基準 

(３)最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 : 無 

(４)会計監査人の関与 : 有 

四半期財務諸表については、東京証券取引所の「有価証券上場規程施行規則」の別添に定められ

ている「四半期財務諸表等に対する意見表明に係る基準」に基づく意見表明のための手続きを受け

ております。 

 
５.個別業績の概要(平成19年８月１日～平成20年４月30日) 

(１)個別経営成績 (％表示は、対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期(当期)純利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

20 年７月期第３四半期 1,082 (  22.1) 80 (  ―  ) 60 ( 689.4) 34 (  ―  )
19 年７月期第３四半期 886 (  22.2) △110 (  ―  ) 7 (△79.7) △14 (  ―  )
19 年７月期 1,248 (  17.5) △80 (  ―  ) 50 ( 438.7) 18 (  ―  )

 
 １株当たり四半期 

(当期)純利益 

 円 銭 
20 年７月期第３四半期 355 93
19 年７月期第３四半期 △146 83
19 年７月期 186 80

 
(２)個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

20 年７月期第３四半期 2,015 1,805 89.6  18,617 38
19 年７月期第３四半期 1,969 1,829 92.9  18,869 35
19 年７月期 2,038 1,832 89.9  18,895 97

 
６.平成20年７月期の個別業績予想(平成19年８月１日～平成20年７月31日) 

(％表示は、対前期増減率) 
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通   期 1,373 10.0 8 ― 17 △66.2 8 △55.7 82 49

 
 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確実
な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により上記予想数値と異なる場合があります。
なお、上記予想に関する事項については、添付資料の５ページをご覧ください。 
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結会計期間に、当社グループは、システムコンサルティング事業において、新規ク

ライアント向けのシステムコンサルティング業務による売上を計上したほか、サービス開発事業にお

いて、携帯電話向けバーコードリーダーほかモバイル機器向けソフトウェアのライセンス販売を行い

ました。また、コンテンツ事業において、携帯電話向け有料コンテンツ配信による売上拡大を実現し

ました。また、将来の市場変化に対応するため、新規事業開発体制の強化を進めました。その結果、

当第３四半期連結会計期間の売上高は、1,546,907千円(前年同期比29.5％増)、営業利益は、99,097

千円(前年同期は、131,467千円の営業損失)、経常利益は、78,330千円(前年同期は、17,264千円の経

常損失)、第３四半期純利益は、39,485千円(前年同期は、29,126千円の第３四半期純損失)となりま

した。 

 

(サービス開発事業) 

サービス開発事業においては、主にモバイル機器、特に携帯電話向けアプリケーションソフトウ

ェアのライセンス販売を行いました。当第３四半期連結会計期間においては、携帯電話に組込まれ

たカメラで２次元コードほか各種バーコード等の高速読取りを可能にする「CamReader」テクノロ

ジーに基づく組込み型バーコードリーダーを中心に、主要な携帯電話メーカや通信事業者等に対し、

アプリケーションソフトウェアのライセンス販売を行いました。その結果、同事業の当第３四半期

連結会計期間の売上高は、181,821千円(前年同期比18.2％減)、営業利益は、55,941千円(前年同期

比71.9％増)となりました。 

 

(コンテンツ事業) 

コンテンツ事業においては、新規サービスの開始や既存サイトのリニューアルなど、収益の中心

となる携帯電話向け有料コンテンツ配信サービスの強化・拡大を実施したほか、広告収入に基づく

無料のデコレーションメールサイト「DecoStreet」の基盤強化を行いました。さらに、ヘルスケア

＆ビューティー関連サービス強化の一環として、フィットネスＤＶＤの販売を行いました。その結

果、同事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は、686,373千円(前年同期比27.4％増)、営業利

益は、118,800千円(前年同期比596.4％増)となりました。 

 

(システムコンサルティング事業) 

システムコンサルティング事業においては、既存クライアントに対するサービスに加え、新たな

クライアント向けにシステムコンサルティングサービスを提供しました。また、子会社「株式会社

デリバリー」を通じて複数の新規業務を開始したこと等により、売上の拡大を実現しました。その

結果、同事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は、678,711千円(前年同期比56.6％増)、営業

利益は、 143,936千円(前年同期比1027.3%増)となりました。 
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２．連結財政状態に関する定性的情報 

(１)資産、負債及び純資産の状況 

(資産の部) 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、2,126,581千円(前連結会計年度末から10,759

千円の減少)となりました。これは、主としてたな卸資産が30,280千円減少したことによるもの

です。なお、前連結会計年度末に145,367千円計上されていた預け金の残高が無くなっておりま

すが、これは、金融商品取引業者に対する預け金を現金及び預金に移管したものであります。ま

た、前連結会計年度末に110,569千円計上されていた有価証券の残高が無くなっておりますが、

これは、当該有価証券を当第３四半期連結会計期間に売却したことによります。 

 

(負債の部) 

当第３四半期連結会計期間末における負債は、290,851千円(前連結会計年度末から11,383千円

の増加)となりました。これは、主として未払法人税等が18,547千円増加したことによるもので

す。 

 

(純資産の部) 

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、1,835,729千円(前連結会計年度末から22,142

千円の減少)となりました。これは、主として第３四半期純利益を計上したことにより利益剰余

金が39,485千円増加した一方で、その他有価証券評価差額金が61,536千円減少したことによるも

のです。 

 

(２)キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」)は、期首に比べ182,100

千円減少し、当第３四半期連結会計期間末には693,753千円(前年同期は、674,576千円)となりまし

た。 

また、当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは次の通りであります。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、148,377千円の収入(前年同期は、126,591千円の支出)

となりました。これは、主として税金等調整前純利益を78,247千円計上したこと及びたな卸資産

が30,280千円減少したことによるものです。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、312,433千円の支出(前年同期は、260,549千円の支出)

となりました。これは、主として投資有価証券を363,778千円購入したことによるものです。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、ありません。(前

年同期は、73,652千円の収入) 
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３．業績予想に関する定性的情報 

当社グループにおいては、バーコードリーダーを標準搭載するカメラ付き多機能・高機能携帯電話

の普及と、新機種への買い替え需要の拡大等により、バーコードリーダー等モバイル機器向けアプリ

ケーションソフトウェアに対する安定的な需要が見込まれること及び携帯電話向け有料情報配信サ

ービスについても引き続き安定的な需要が見込まれることから、携帯電話向けサービスを中心とする

コンテンツ事業及びサービス開発事業は、前連結会計年度と同様、安定的な収益確保に貢献する見通

しであります。また、システムコンサルティング事業においては、運用サポートを含む総合サービス

に対する需要拡大等により、当社グループ全体として引き続き売上が拡大する見通しであります。 

サービス開発事業においては、日本国内の携帯電話市場において、バーコードリーダーが標準仕様

として一般的となり、さらに、高性能な新機種への買い替えや業務用携帯端末の拡大等、カメラ付き

携帯電話に対する安定的な需要が見込まれることから、バーコードリーダーをはじめとする当社のモ

バイル機器向けアプリケーションソフトウェアに対しても、引き続き安定的な需要が期待できるもの

と考えております。平成20年７月期は、サービス開発事業全体で、年間でおよそ382百万円程度の売

上が見込めるものと想定しております。 

コンテンツ事業においては、携帯電話向け有料情報配信サービスにおいて、引き続き安定的な需要

が見込まれるものと考えております。当社コンテンツ事業においては、「定番」となる既存のコンテ

ンツ配信サービスがユーザから安定的な支持を得ており、さらに、新規有料サイトの追加や携帯電話

を利用した広告サービスの拡大が見込まれること等から、今後も着実な売上増が期待できるものと考

えております。平成20年７月期は、コンテンツ事業全体で、年間でおよそ765百万円程度の売上が見

込めるものと想定しております。 

システムコンサルティング事業においては、ビデオ投稿サービス拡大に伴うサーバシステムの運用

監視など、子会社との連携による「システム運用支援サービス」を含む総合サービスメニューの強化

により、新規クライアント獲得を含む全体的な売上規模拡大が見込まれること等から、システムコン

サルティング事業全体において、着実な売上増が期待できるものと考えております。平成20年７月期

は、システムコンサルティング事業全体で、年間でおよそ866百万円程度の売上が見込めるものと想

定しております。 

上記想定及び当第３四半期連結会計期間の業績に基づきまして、平成20年７月期の通期業績の見通

しは、連結業績で売上高2,013百万円、経常利益45百万円、当期純利益16百万円を予想しております。 

 

(注)  業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社で判断したものであります。予想に様々な

不確定要素が内在しており、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合がありますので、この業績予想に

全面的に依拠して投資等の判断を行うことは差し控えられるようお願いします。また、実際の業績は、様々

な要因により本業績予想とは異なる結果となり得ることをご承知おきください。 

 

４．その他 

(１)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項は、ありません。 
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５．四半期連結財務諸表 

(１)四半期連結貸借対照表 

 

  
前第３四半期 
連結会計期間末 
(平成19年４月30日) 

当第３四半期 
連結会計期間末 
(平成20年４月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年７月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   564,108 693,753  619,916

２ 受取手形及び
売掛金 

  332,698 412,676  397,245

３ 有価証券   110,467 ―  110,569

４ 預け金   ― ―  145,367

５ たな卸資産   24,411 17,885  48,165

６ 繰延税金資産   3,117 3,671  2,122

７ その他   24,102 25,683  26,556

  貸倒引当金   △2,724 △4,734  △3,130

流動資産合計   1,056,180 52.2 1,148,935 54.0  1,346,813 63.0

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１  51,246 2.5 42,167 2.0  54,893 2.6

２ 無形固定資産    

(1)のれん   65,066 49,959  61,289

(2)その他   10,113 9,250  10,847

無形固定資産 
合計 

  75,179 3.7 59,209 2.8  72,137 3.4

３ 投資その他の
資産 

   

(1)投資有価証券   694,962 673,209  501,128

(2)長期滞留債権   148,639 137,789  137,789

(3)保険積立金   101,313 101,313  101,313

(4)繰延税金資産   16,079 73,515  31,224

(5)その他   28,453 27,378  28,976

  貸倒引当金   △147,787 △136,937  △136,937

投資その他の 
資産合計 

  841,661 41.6 876,268 41.2  663,495 31.0

固定資産合計   968,087 47.8 977,645 46.0  790,526 37.0

資産合計   2,024,267 100.0 2,126,581 100.0  2,137,340 100.0
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前第３四半期 
連結会計期間末 
(平成19年４月30日) 

当第３四半期 
連結会計期間末 
(平成20年４月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年７月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金   120,748 143,138  183,319

２ その他   66,114 146,830  95,394

流動負債合計   186,863 9.2 289,969 13.6  278,714 13.0

Ⅱ 固定負債    

１ 退職給付引当
金 

  ― 882  754

固定負債合計   ― ― 882 0.1  754 0.1

負債合計   186,863 9.2 290,851 13.7  279,468 13.1

    

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金   814,962 40.3 814,962 38.3  814,962 38.1

２ 資本剰余金   948,203 46.9 948,203 44.6  948,203 44.4

３ 利益剰余金   28,732 1.4 108,553 5.1  69,068 3.2

４ 自己株式   △39,678 △2.0 △39,678 △1.9  △39,678 △1.8

株主資本合計   1,752,219 86.6 1,832,040 86.1  1,792,555 83.9

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証
券評価差額金 

  58,326 2.9 △32,900 △1.5  28,636 1.3

２ 為替換算調整
勘定 

  1,036 0.0 △1,666 △0.1  1,630 0.1

評価・換算差額
等合計 

  59,363 2.9 △34,566 △1.6  30,267 1.4

Ⅲ 少数株主持分   25,821 1.3 38,255 1.8  35,048 1.6

純資産合計   1,837,404 90.8 1,835,729 86.3  1,857,871 86.9

負債・純資産合
計 

  2,024,267 100.0 2,126,581 100.0  2,137,340 100.0
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(２)四半期連結損益計算書 

 

  

前第３四半期 
連結会計期間 

(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日)

当第３四半期 
連結会計期間 

(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日)

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   1,194,342 100.0 1,546,907 100.0  1,686,771 100.0

Ⅱ 売上原価   1,033,135 86.5 1,128,508 73.0  1,386,115 82.2

売上総利益   161,207 13.5 418,398 27.0  300,655 17.8

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

※１  292,674 24.5 319,301 20.6  380,965 22.6

営業利益又は 
営業損失(△) 

  △131,467△11.0 99,097 6.4  △80,309 △4.8

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  992 22,375 6,236 

２ 受取配当金  929 ― 1,443 

３ 投資有価証券
売却益 

 100,713 4,745 118,180 

４ その他  12,034 114,670 9.6 471 27,591 1.8 1,541 127,401 7.6

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  ― 95 41 

２ 投資有価証券
売却損 

 76 ― 76 

３ 株式交付費  387 ― 387 

４ 為替差損  ― 11,684 2,300 

５ 複合金融商品
評価損 

 ― 36,444 ― 

６ その他  3 467 0.0 134 48,358 3.1 74 2,881 0.2

経常利益又は 
経常損失(△) 

  △17,264 △1.4 78,330 5.1  44,210 2.6

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却
益 

※２ 191 ― 191 

２ 新株予約権戻
入益 

 975 ― 975 

３ 貸倒引当金戻
入益 

 ― 1,166 0.1 ― ― ― 516 1,683 0.1

Ⅶ 特別損失    

１ 投資有価証券
評価損 

 10,000 ― 10,000 

２ 固定資産除却
損 

※３ 25 ― 64 

３ 商品評価損  ― 82 ― 

４ リース解約損  814 10,840 0.9 ― 82 0.0 814 10,879 0.6

税金等調整前第
３四半期(当期)
純利益又は税金
等調整前第３四
半期純損失(△) 

  △26,937 △2.2 78,247 5.1  35,014 2.1

法人税、住民税及
び事業税 

 1,148 33,976 7,624 

法人税等調整額  10,973 12,122 1.0 △1,622 32,354 2.1 17,192 24,816 1.5

少数株主利益 
又は少数株主損
失(△) 

  △9,933 △0.8 6,407 0.4  △1,011 △0.1

第３四半期(当
期)純利益又は第
３四半期純損失
(△) 

  △29,126 △2.4 39,485 2.6  11,209 0.7
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(３)四半期連結株主資本等変動計算書 

前第３四半期連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年４月30日) 

 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年７月31日残高(千円) 777,941 910,458 57,858 △39,678 1,706,581

第３四半期連結会計期間中の変動額  

新株の発行 37,020 37,744 ― ― 74,764

第３四半期純損失(△) ― ― △29,126 ― △29,126

株主資本以外の項目の第３四半期
連結会計期間中の変動額(純額) 

― ― ― ― ―

第３四半期連結会計期間中の変動額
合計(千円) 

37,020 37,744 △29,126 ― 45,638

平成19年４月30日残高(千円) 814,962 948,203 28,732 △39,678 1,752,219

 
評価・換算差額等 新株予約権 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

新株引受権
新株予約権 
合計 

少数株主 
持分 

純資産合計

平成18年７月31日残高(千円) △2,138 197 △1,940 1,700 1,700 34,667 1,741,007

第３四半期連結会計期間中の変動額    

新株の発行 ― ― ― ― ― ― 74,764

第３四半期純損失(△) ― ― ― ― ― ― △29,126

株主資本以外の項目の第３四半期
連結会計期間中の変動額(純額) 

60,464 838 61,303 △1,700 △1,700 △8,845 50,758

第３四半期連結会計期間中の変動額
合計(千円) 

60,464 838 61,303 △1,700 △1,700 △8,845 96,397

平成19年４月30日残高(千円) 58,326 1,036 59,363 ― ― 25,821 1,837,404
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当第３四半期連結会計期間(自 平成19年８月１日 至 平成20年４月30日) 

 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年７月31日残高(千円) 814,962 948,203 69,068 △39,678 1,792,555

第３四半期連結会計期間中の変動額  

第３四半期純利益 ― ― 39,485 ― 39,485

株主資本以外の項目の第３四半期
連結会計期間中の変動額(純額) 

― ― ― ― ―

第３四半期連結会計期間中の変動額
合計(千円) 

― ― 39,485 ― 39,485

平成20年４月30日残高(千円) 814,962 948,203 108,553 △39,678 1,832,040

 
評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主 
持分 

純資産合計 

平成19年７月31日残高(千円) 28,636 1,630 30,267 35,048 1,857,871

第３四半期連結会計期間中の変動額  

第３四半期純利益 ― ― ― ― 39,485

株主資本以外の項目の第３四半期
連結会計期間中の変動額(純額) 

△61,536 △3,297 △64,834 3,206 △61,628

第３四半期連結会計期間中の変動額
合計(千円) 

△61,536 △3,297 △64,834 3,206 △22,142

平成20年４月30日残高(千円) △32,900 △1,666 △34,566 38,255 1,835,729
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前連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年７月31日残高(千円) 777,941 910,458 57,858 △39,678 1,706,581

連結会計年度中の変動額  

新株の発行 37,020 37,744 ― ― 74,764

当期純利益 ― ― 11,209 ― 11,209

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額(純額) 

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 

37,020 37,744 11,209 ― 85,974

平成19年７月31日残高(千円) 814,962 948,203 69,068 △39,678 1,792,555

 
評価・換算差額等 新株予約権 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

新株引受権
新株予約権 
合計 

少数株主 
持分 

純資産合計

平成18年７月31日残高(千円) △2,138 197 △1,940 1,700 1,700 34,667 1,741,007

連結会計年度中の変動額    

新株の発行 ― ― ― ― ― ― 74,764

当期純利益 ― ― ― ― ― ― 11,209

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額(純額) 

30,775 1,432 32,208 △1,700 △1,700 381 30,889

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 

30,775 1,432 32,208 △1,700 △1,700 381 116,864

平成19年７月31日残高(千円) 28,636 1,630 30,267 ― ― 35,048 1,857,871
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(４)四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

 

  

前第３四半期 
連結会計期間 

(自 平成18年８月１日
至 平成19年４月30日)

当第３四半期 
連結会計期間 

(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日) 

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・フロー
計算書 

(自 平成18年８月１日
至 平成19年７月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

    

１ 税金等調整前第３四半期
(当期)純利益又は第３四
半期純損失(△) 

 △26,937 78,247 35,014 

２ 減価償却費  17,584 18,167 25,090 

３ のれん償却額  7,123 11,330 10,900 

４ 貸倒引当金の増減(△)額  302 1,603 △10,141 

５ 受取利息及び配当金  △1,919 △22,375 △7,680 

６ 支払利息  ― 95 41 

７ 新株予約権戻入益  △975 ― △975 

８ 投資有価証券売却益  △100,713 △4,745 △118,180 

９ 投資有価証券売却損  76 ― 76 

10 複合金融商品評価益  △10,237 ― △1,326 

11 複合金融商品評価損  ― 36,444 ― 

12 株式交付費  387 ― 387 

13 固定資産除却損  25 ― 64 

14 固定資産売却益  △191 ― △191 

15 投資有価証券評価損  10,000 ― 10,000 

16 為替差損益(△)  △904 15,474 3,222 

17 売上債権の増(△)減額  △19,689 △16,992 △73,387 

18 たな卸資産の増(△)減額  215 30,280 △23,538 

19 前渡金の増(△)減額  1,169 398 756 

20 仕入債務の増減(△)額  △48,986 △40,180 13,583 

21 未払消費税等の増減(△)
額 

 △3,295 11,450 △520 

22 外形標準課税に係る未払
事業税の増減(△)額 

 1,258 △1,244 2,707 

23 その他資産の増(△)減額  7,494 46 4,782 

24 その他負債の増減(△)額  19,134 22,227 37,669 

小計  △149,078 140,228 △91,642 

25 利息及び配当金の受取額  1,916 22,394 7,680 

26 利息の支払額  ― △95 △41 

27 法人税等の還付額  20,825 ― 20,759 

28 法人税等の支払額  △255 △14,149 △255 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △126,591 148,377 △63,499 
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前第３四半期 
連結会計期間 

(自 平成18年８月１日
至 平成19年４月30日)

当第３四半期 
連結会計期間 

(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日) 

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・フロー
計算書 

(自 平成18年８月１日
至 平成19年７月31日)

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

    

１ 有形固定資産の取得によ
る支出 

 △23,355 △4,154 △33,585 

２ 無形固定資産の取得によ
る支出 

 △64,288 △981 △66,626 

３ 無形固定資産の売却によ
る収入 

 ― ― 1,449 

４ 投資有価証券の取得によ
る支出 

 △299,643 △363,778 △306,143 

５ 投資有価証券の売却によ
る収入 

 230,890 56,245 389,720 

６ 敷金保証金の返還による
収入 

 ― 408 ― 

７ 敷金保証金の増加による
支出 

 △2,838 △172 △2,348 

８ 保険の積立による支出  △101,313 ― △101,313 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △260,549 △312,433 △118,846 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

    

１ 株式の発行による収入  73,652 ― 73,652 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 73,652 ― 73,652 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 2,375 △18,043 △1,141 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
(△)額 

 △311,112 △182,100 △109,834 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 985,688 875,853 985,688 

Ⅶ 現金及び現金同等物の第３
四半期(当期)期末残高 

※１ 674,576 693,753 875,853 
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(５)注記事項 

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前第３四半期連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日)

１ 連結の範囲に関する事

項 

すべての子会社を連結し

ております。 

連結子会社の数 ４社 

連結子会社の名称 

スタートメディアジャパ

ン㈱ 

㈱デリバリー 

DELIVERY VIETNAM CO., 

LTD. 

DELIVERY THAI CO., LTD.

同左 同左 

２ 持分法の適用に関する

事項 

該当する関連会社は、あ

りません。 

同左 同左 

３ 連結子会社の第３四半

期決算日(決算日)等に

関する事項 

スタートメディアジャパ

ン㈱及び㈱デリバリーの第

３四半期決算日は、第３四

半期連結決算日と一致して

おります。 

 

第３四半期決算日が第３四

半期連結決算日と異なる場

合の内容等 

DELIVERY VIETNAM CO., 

LTD. 及 び DELIVERY THAI 

CO., LTD.の第３四半期決

算日は、３月31日でありま

す。第３四半期連結財務諸

表の作成に当たっては、第

３四半期決算日現在の財務

諸表を使用しております。

ただし、第３四半期連結決

算日までの期間に発生した

重要な取引については、連

結上必要な調整を行ってお

ります。 

同左 スタートメディアジャパ

ン㈱及び㈱デリバリーの決

算日は、連結決算日と一致

しております。 

 

決算日が連結決算日と異な

る場合の内容等 

DELIVERY VIETNAM CO., 

LTD. 及 び DELIVERY THAI 

CO., LTD.の決算日は、６月

30日であります。連結財務

諸表の作成に当たっては、

決算日現在の財務諸表を使

用しております。ただし、

連結決算日までの期間に発

生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行

っております。 
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項目 
前第３四半期連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日)

４ 会計処理基準に関する

事項 

   

(1)重要な資産の評価基

準及び評価方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

時価のあるもの 

第３四半期連結会計

期間末日の市場価格

等に基づく時価法 

(評価差額は、全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定) 

なお、組込デリバ

ティブを区分して測

定することができな

い複合金融商品は、

全体を時価評価し、

評価差額を当第３四

半期連結会計期間の

損益に計上しており

ます。ただし、全体

のリスクが高くない

と判断した複合金融

商品の評価差額は、

純資産の部に計上し

ております。 

①有価証券 

ａその他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

①有価証券 

ａその他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定) 

なお、組込デリバ

ティブを区分して測

定することができな

い複合金融商品は、

全体を時価評価し、

評価差額を当連結会

計年度の損益に計上

しております。ただ

し、全体のリスクが

高くないと判断した

複合金融商品の評価

差額は、純資産の部

に計上しておりま

す。 

 時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ②たな卸資産 

ａ商品 

移動平均法による原価

法 

②たな卸資産 

ａ商品 

同左 

②たな卸資産 

ａ商品 

同左 

 ｂ仕掛品 

個別法による原価法 

ｂ仕掛品 

同左 

ｂ仕掛品 

同左 
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項目 
前第３四半期連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日)

(2)重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法 

ただし、建物(建物附属

設備は除く)は、定額法を

採用しております。 

主な耐用年数 

建物及び構築物 

８～15年 

器具備品 

４～８年 

①有形固定資産 

同左 

①有形固定資産 

同左 

  (追加情報) 

当第３四半期連結会計

期間より、法人税法改正に

伴い、平成19年３月31日以

前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に

基づく減価償却方法の適

用により取得価額の５％

に到達した連結会計年度

の翌連結会計年度より、取

得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上して

おります。なお、この変更

による営業利益、経常利益

及び税金等調整前第３四

半期純利益に与える影響

は軽微であります。 

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、

当連結会計年度より、平成

19年４月１日以後に取得

した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法と同

一の減価償却の方法に変

更しております。 

これにより、営業損失、

経常利益及び税金等調整

前当期純利益に与える影

響は軽微であります。 

 ②無形固定資産 

定額法 

主な耐用年数 

のれん   ５年 

専用実施権 ８年 

ただし、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用してお

ります。 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 
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項目 
前第３四半期連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日)

(3)重要な引当金の計上

基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

の特定の債権については

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

①貸倒引当金 

同左 

①貸倒引当金 

同左 

  

―――――――――――

②退職給付引当金 

在外子会社において、

従業員の退職給付に備え

るため、当第３四半期連

結決算日における退職給

付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上してお

ります。 

②退職給付引当金 

在外子会社において、

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき計上しておりま

す。 

(4)重要なリース取引の

処理方法 

 

―――――――――――

在外子会社において、主

として通常の売買取引に準

じた会計処理を行っており

ます。 

同左 

(5)重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨

への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、

第３四半期連結決算日の直

物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負

債は、子会社の第３四半期

決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換

算調整勘定及び少数株主持

分に含めております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会

社等の資産及び負債は、子

会社の決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における

為替換算調整勘定及び少数

株主持分に含めておりま

す。 

(6)その他四半期連結財

務諸表(連結財務諸

表)作成のための重要

な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。 

①消費税等の会計処理 

同左 

①消費税等の会計処理 

同左 

５ 四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書(連結

キャッシュ・フロー計

算書)における資金の

範囲 

四半期連結キャッシュ・

フロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び取得日から３

ヶ月以内に満期日又は償還

日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

短期投資からなっておりま

す。 

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び取得日から３ヶ月以

内に満期日又は償還日の到

来する流動性の高い、容易

に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期投

資からなっております。 
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会計処理の変更 

 
前第３四半期連結会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

(企業結合に係る会計基準等) 

当第３四半期連結会計期間から

「企業結合に係る会計基準」(企業

会計審議会 平成15年10月31日)及

び「事業分離等に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準第７号)並び

に「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企

業会計基準委員会 最終改正平成

18年12月22日 企業会計基準適用

指針第10号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響は、

ありません。 

中間連結財務諸表規則の改正に

よる四半期連結財務諸表の表示に

関する変更は、以下の通りでありま

す。 

(四半期連結貸借対照表) 

連結調整勘定及び営業権とし

て無形固定資産の「その他」に含

めていた資産は、当第３四半期連

結会計期間から「のれん」として

表示しております。 

(四半期連結キャッシュ・フロー計

算書) 

「連結調整勘定償却額」は、当

第３四半期連結会計期間から「の

れん償却額」として表示しており

ます。また、営業権の償却額とし

て「減価償却費」に含めていた費

用は、「のれん償却額」に含めて

表示しております。 

 

―――――――――――― 

(企業結合に係る会計基準等) 

当連結会計年度から「企業結合に

係る会計基準」(企業会計審議会

平成15年10月31日)及び「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企

業会計基準第７号)並びに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」(企業会計基

準委員会 最終改正平成18年12月

22日 企業会計基準適用指針第10

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響は、

ありません。 

連結財務諸表規則の改正による

連結財務諸表の表示に関する変更

は、以下の通りであります。 

(連結貸借対照表) 

「連結調整勘定」及び「営業権」

は、当連結会計年度から「のれん」

として表示しております。 

(連結キャッシュ・フロー計算書)

「連結調整勘定償却額」は、当

連結会計年度から「のれん償却

額」として表示しております。ま

た、営業権の償却額として「減価

償却費」に含めていた費用は、

「のれん償却額」に含めて表示し

ております。 
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前第３四半期連結会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

(繰延資産の会計処理に関する当面
の取扱い) 
当第３四半期連結会計期間から、

「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い」(企業会計基準委員会 

平成18年８月11日 実務対応報告

第19号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響は、

ありません。 

中間連結財務諸表規則の改正に

よる四半期連結財務諸表の表示に

関する変更は、以下の通りでありま

す。 

(四半期連結損益計算書) 

｢新株発行費｣は、当第３四半期

連結会計期間から｢株式交付費｣

として表示しております。 

(四半期連結キャッシュ・フロー計

算書) 

｢新株発行費｣は、当第３四半期

連結会計期間から｢株式交付費｣

として表示しております。 

 
―――――――――――― 

(繰延資産の会計処理に関する当面
の取扱い) 
当連結会計年度から、「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱い」

(企業会計基準委員会 平成18年８

月11日 実務対応報告第19号)を適

用しております。 

これによる損益に与える影響は、

ありません。 

連結財務諸表規則の改正による

連結財務諸表の表示に関する変更

は、以下の通りであります。 

(連結損益計算書) 

｢新株発行費｣は、当連結会計年

度から｢株式交付費｣として表示

しております。 

(連結キャッシュ・フロー計算書)

｢新株発行費｣は、当連結会計年

度から｢株式交付費｣として表示

しております。 

  
 
注記事項 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
前第３四半期連結会計期間末 
(平成19年４月30日) 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成20年４月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年７月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

115,279千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

135,934千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

121,286千円

 
(四半期連結損益計算書関係) 

 
前第３四半期連結会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目 

 

役員報酬 49,038千円 

給与 68,681千円 

広告宣伝費 39,992千円 

支払手数料 39,593千円 

貸倒引当金繰入額 2,468千円 
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目 

 

役員報酬 45,746千円

給与 78,864千円

広告宣伝費 40,147千円

支払手数料 38,511千円

退職給付費用 309千円

貸倒引当金繰入額 4,136千円
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目 

 

役員報酬 60,322千円

給与 91,231千円

広告宣伝費 50,939千円

支払手数料 50,437千円

退職給付費用 741千円

貸倒引当金繰入額 2,874千円
 

※２ 固定資産売却益の内訳 

 

ソフトウェア 191千円 

合計 191千円 
 

※２ 固定資産売却益の内訳 

 

―――――――――――― 

※２ 固定資産売却益の内訳 

 

ソフトウェア 191千円

合計 191千円
 

※３ 固定資産除却損の内訳 

 

器具備品 25千円 

合計 25千円 
 

※３ 固定資産除却損の内訳 

 

―――――――――――― 

※３ 固定資産除却損の内訳 

 

器具備品 64千円

合計 64千円
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(四半期連結株主資本等変動計算書関係) 

前第３四半期連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年４月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 
当第３四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 96,303 912 ― 97,215

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

ストック・オプションの行使による増加 912株 

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 
当第３四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 233 ― ― 233

 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項は、ありません。 

 

４ 配当に関する事項 

該当事項は、ありません。 

 

当第３四半期連結会計期間(自 平成19年８月１日 至 平成20年４月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 
当第３四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 97,215 ― ― 97,215

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 
当第３四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 233 ― ― 233

 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項は、ありません。 

 

４ 配当に関する事項 

該当事項は、ありません。 
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前連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 96,303 912 ― 97,215

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

ストック・オプションの行使による増加 912株 

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 233 ― ― 233

 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項は、ありません。 

 

４ 配当に関する事項 

該当事項は、ありません。 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
前第３四半期連結会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の第３四

半期期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 564,108千円 

有価証券勘定 110,467千円 

現金及び現金同等物 674,576千円 
 

※１ 現金及び現金同等物の第３四

半期期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 693,753千円

現金及び現金同等物 693,753千円
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

 

 

現金及び預金勘定 619,916千円

有価証券勘定 110,569千円

預け金勘定 145,367千円

現金及び現金同等物 875,853千円
 

 
(リース取引関係) 

前第３四半期連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年４月30日) 

該当事項は、ありません。 

 

当第３四半期連結会計期間(自 平成19年８月１日 至 平成20年４月30日) 

該当事項は、ありません。 

 

前連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

該当事項は、ありません。 
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(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 

前第３四半期連結会計期間末
(平成19年４月30日) 

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年４月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年７月31日) 

 
取得原価 
(千円) 

四半期連
結貸借対
照表計上
額 
(千円) 

差額 
(千円)

取得原価
(千円)

四半期連
結貸借対
照表計上
額 
(千円)

差額 
(千円)

取得原価 
(千円) 

連結貸借
対照表計
上額 
(千円) 

差額 
(千円)

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
るもの 

    

①株式 24,093 110,298 86,204 24,093 42,036 17,942 24,093 69,750 45,656

②債券 189,454 206,515 17,060 ― ― ― 100,000 101,326 1,326

③その他 221,602 237,779 16,177 118,192 121,522 3,329 169,692 187,392 17,699

小計 435,149 554,592 119,443 142,285 163,558 21,272 293,785 358,468 64,682

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
ないもの 

  

①株式 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

②債券 100,000 95,600 △4,400 200,000 134,612 △65,388 100,000 94,450 △5,550

③その他 47,733 41,269 △6,464 396,012 349,538 △46,473 47,733 38,210 △9,523

小計 147,733 136,869 △10,864 596,012 484,150△111,861 147,733 132,660 △15,073

合計 582,883 691,462 108,578 738,298 647,709 △90,589 441,519 491,128 49,609

(注) １ 前第３四半期連結会計期間において連結貸借対照表計上額が取得原価を超える債券には、組込デ

リバティブと一体処理した複合金融商品(契約額140,000千円、時価150,237千円)が含まれており、

これに係る評価益10,237千円を連結損益計算書の営業外収益に計上しております。 

２ 当第３四半期連結会計期間において連結貸借対照表計上額が取得原価を超えない債券には、組込

デリバティブと一体処理した複合金融商品(契約額100,000千円、時価64,882千円)が含まれており、

これに係る評価損36,444千円を連結損益計算書の営業外費用に計上しております。 

３ 前連結会計年度において連結貸借対照表計上額が取得原価を超える債券には、組込デリバティブ

と一体処理した複合金融商品(契約額100,000千円、時価101,326千円)が含まれており、これに係

る評価益1,326千円を連結損益計算書の営業外収益に計上しております。 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 

 前第３四半期連結会計期間末
(平成19年４月30日) 

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年４月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年７月31日) 

 四半期連結貸借対照表計上額

(千円) 

四半期連結貸借対照表計上額

(千円) 

連結貸借対照表計上額 

(千円) 

(1)その他有価
証券 

    

①中期国債フ
ァンド 

70,434 ― 70,499 

②野村ＣＲＦ 40,033 ― 40,069 

③非上場株式 3,500 25,500 10,000 

合計 113,967 25,500 120,569 
 
(注) １ 表中の「四半期連結貸借対照表計上額」及び「連結貸借対照表計上額」は減損処理後の帳簿価格

であります。 

２ 前第３四半期連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損10,000千円を計上して

おります。 

３ 前連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損10,000千円を計上しております。 
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(デリバティブ取引関係) 

 
前第３四半期連結会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

複合金融商品の組込デリバティブ

の時価及び評価損益は、「有価証券

関係」に記載しております。 

同左 同左 

 
(ストック・オプション等関係) 

前第３四半期連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年４月30日) 

該当事項は、ありません。 

 

当第３四半期連結会計期間(自 平成19年８月１日 至 平成20年４月30日) 

該当事項は、ありません。 

 

前連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

該当事項は、ありません。 

 

(セグメント情報) 

(事業の種類別セグメント情報) 

前第３四半期連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年４月30日) 

(単位:千円)

 
サービス開
発事業 

コンテンツ
事業 

システムコ
ンサルティ
ング事業 

計 
消去又は 
全社 

連結 

売上高及び営業損益 

(1)外部顧客に対する売上高 222,150 538,699 433,492 1,194,342 ― 1,194,342

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

― ― 83,458 83,458 (83,458) ―

計 222,150 538,699 516,950 1,277,800 (83,458) 1,194,342

営業費用 189,607 521,640 504,182 1,215,429 110,380 1,325,810

営業利益又は営業損失(△) 32,543 17,058 12,768 62,370 (193,838) △131,467

(注) １ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品・役務 

(1)サービス開発事業・・・・・・・・携帯電話ほかモバイル機器向け組込み型ソフトウェア(例：バーコ

ードリーダー)の企画・開発及びライセンス販売 

(2)コンテンツ事業・・・・・・・・・携帯電話向け有料コンテンツ(例：着メロほか)配信サービス 

(3)システムコンサルティング事業・・企業向け戦略コンサルティング、システムコンサルティング及び

システム運用支援サービス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目110,380千円の主な内容は、提出会社本社の業務管理部門等管理部

門に係る配賦不能営業費用であります。 
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当第３四半期連結会計期間(自 平成19年８月１日 至 平成20年４月30日) 

(単位:千円)

 
サービス開
発事業 

コンテンツ
事業 

システムコ
ンサルティ
ング事業 

計 
消去又は 
全社 

連結 

売上高及び営業損益 

(1)外部顧客に対する売上高 181,821 686,373 678,711 1,546,907 ― 1,546,907

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

― 13 49,029 49,043 (49,043) ―

計 181,821 686,387 727,741 1,595,950 (49,043) 1,546,907

営業費用 125,880 567,587 583,804 1,277,271 170,538 1,447,810

営業利益 55,941 118,800 143,936 318,678 (219,581) 99,097

(注) １ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品・役務 

(1)サービス開発事業・・・・・・・・携帯電話ほかモバイル機器向け組込み型ソフトウェア(例：バーコ

ードリーダー)の企画・開発及びライセンス販売 

(2)コンテンツ事業・・・・・・・・・携帯電話向け有料コンテンツ(例：着メロほか)配信サービス 

(3)システムコンサルティング事業・・企業向け戦略コンサルティング、システムコンサルティング及び

システム運用支援サービス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(170,538千円)の主な内容は、提出会社

本社の業務管理部門等管理部門に係る費用であります。 

 
前連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

(単位:千円)

 
サービス開
発事業 

コンテンツ
事業 

システムコ
ンサルティ
ング事業 

計 
消去又は 
全社 

連結 

売上高及び営業損益 

(1)外部顧客に対する売上高 328,509 754,019 604,242 1,686,771 ― 1,686,771

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

― ― 104,868 104,868 (104,868) ―

計 328,509 754,019 709,110 1,791,639 (104,868) 1,686,771

営業費用 263,837 706,961 654,959 1,625,758 141,322 1,767,080

営業利益又は営業損失(△) 64,672 47,057 54,151 165,881 (246,190) △80,309

(注) １ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品・役務 

(1)サービス開発事業・・・・・・・・携帯電話ほかモバイル機器向け組込み型ソフトウェア(例：バーコ

ードリーダー)の企画・開発及びライセンス販売 

(2)コンテンツ事業・・・・・・・・・携帯電話向け有料コンテンツ(例：着メロほか)配信サービス 

(3)システムコンサルティング事業・・企業向け戦略コンサルティング、システムコンサルティング及び

システム運用支援サービス 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(141,322千円)の主なものは、提出会社

本社の業務管理部門等管理部門に係る費用であります。 
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(所在地別セグメント情報) 

前第３四半期連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年４月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
当第３四半期連結会計期間(自 平成19年８月１日 至 平成20年４月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
前連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在

地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
(海外売上高) 

前第３四半期連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年４月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 

 
当第３四半期連結会計期間(自 平成19年８月１日 至 平成20年４月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 

 
前連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 
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(企業結合等関係) 

前第３四半期連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年４月30日) 

１ 株式会社ダイレクトマーケティング研究所からシステム開発・運用関連案件及び人材採用支援

システムの譲受 

(１)企業結合の概要 
 

相手先企業の名称 株式会社ダイレクトマーケティング研究所 

取得した事業の内容 人材採用支援システム及びシステム開発・運用案件に関する事業

企業結合を行った主な理由 システムコンサルティング事業の拡大・多角化のため 

企業結合日 平成19年２月15日 

企業結合の法的形式 営業の譲受け 

 

(２)四半期連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間 

自 平成 19 年２月 15 日  至 平成 19 年４月 30 日 

 

(３)企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳、取得した事業の

取得原価及びその内訳、発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

 
区分 金額 

固定資産 595千円

売上原価(消耗品費) 542千円

のれん(発生額) 28,862千円

取得した事業の取得原価 30,000千円

(注) １ 取得した事業の取得原価は、全て現金です。 

２ のれんは、今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものでありま

す。 

３ のれんの償却については、５年間で均等償却しております。 

 
(４)企業結合が当第３四半期連結会計期間開始の日に完了したと仮定した場合の当第３四半期

連結会計期間の四半期連結損益計算書に及ぼす影響の概算額 

当該影響は、軽微なため、記載を省略しております。 

 

当第３四半期連結会計期間(自 平成19年８月１日 至 平成20年４月30日) 

該当事項は、ありません。 
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前連結会計年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

１ 株式会社ダイレクトマーケティング研究所からシステム開発・運用関連案件及び人材採用支援

システムの譲受 

(１)企業結合の概要 
 

相手先企業の名称 株式会社ダイレクトマーケティング研究所 

取得した事業の内容 人材採用支援システム及びシステム開発・運用案件に関する事業

企業結合を行った主な理由 システムコンサルティング事業の拡大・多角化のため 

企業結合日 平成19年２月15日 

企業結合の法的形式 営業の譲受け 

 

(２)連結財務諸表に含まれている取得した事業の業績の期間 

自 平成 19 年２月 15 日  至 平成 19 年７月 31 日 

 

(３)企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳、取得した事業の

取得原価及びその内訳、発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

 
区分 金額 

固定資産 595千円

売上原価(消耗品費) 542千円

のれん(発生額) 28,862千円

取得した事業の取得原価 30,000千円

(注) １ 取得した事業の取得原価は、全て現金です。 

２ のれんは、今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものでありま

す。 

３ のれんの償却については、５年間で均等償却しております。 

 
(４)企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損

益計算書に及ぼす影響の概算額 

当該影響は、軽微なため、記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前第３四半期連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日)

１株当たり純資産額 18,679.57円 18,534.10円 18,795.48円 

１株当たり第３四半期(当
期)純利益又は第３四半期
純損失(△) 

△301.24円 407.14円 115.85円 

潜在株式調整後１株当たり
第３四半期(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当

たり第３四半期純利益に

ついては、１株当たり第

３四半期純損失が計上さ

れているため記載してお

りません。 

406.65円 115.35円 

(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

項目 
前第３四半期 
連結会計期間末 
(平成19年４月30日) 

当第３四半期 
連結会計期間末 
(平成20年４月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年７月31日) 

四半期連結貸借対照表の純
資産の部の合計額(千円) 

1,837,404 1,835,729 1,857,871 

普通株式に係る純資産額(千
円) 

1,811,582 1,797,474 1,822,823 

差額の主な内訳(千円)    

少数株主持分 25,821 38,255 35,048 

普通株式の発行済株式数
(株) 

97,215 97,215 97,215 

普通株式の自己株式数(株) 233 233 233 

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数
(株) 

96,982 96,982 96,982 

 

２ １株当たり第３四半期(当期)純利益又は第３四半期純損失(△)及び潜在株式調整後１株当たり第３四半

期(当期)純利益の算定上の基礎 

項目 
前第３四半期連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日)

四半期連結損益計算書上の
第３四半期(当期)純利益又
は第３四半期純損失(△) 
(千円) 

△29,126 39,485 11,209 

普通株式に係る第３四半期
(当期)純利益又は第３四半
期純損失(△)(千円) 

△29,126 39,485 11,209 

普通株主に帰属しない金額
(千円) 

― ― ― 

普通株式の期中平均株式数
(株) 

96,690 96,982 96,763 

潜在株式調整後１株当たり
第３四半期(当期)純利益の
算定に用いられた普通株式
増加数の内訳(株) 

   

新株予約権 ― 117 418 

普通株式増加数(株) ― 117 418 

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり第３四半期(当期)純利
益の算定に含めなかった潜
在株式の概要 

新株予約権３種類 

(新株予約権による潜在

株式の数 1,599株) 

新株予約権４種類 

(新株予約権による潜在

株式の数 1,359株) 

新株予約権４種類 

新株引受権１種類 

(新株予約権による潜在

株式の数 1,689株、新株

引受権による潜在株式の

数 2,040株) 
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(重要な後発事象) 
 

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

該当事項は、ありません。 同左 同左 
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６．四半期個別財務諸表 

(１)四半期貸借対照表 

 

  
前第３四半期会計期間末
(平成19年４月30日) 

当第３四半期会計期間末
(平成20年４月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成19年７月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   497,254 592,206  535,297

２ 売掛金   259,989 332,029  314,115

３ 有価証券   110,467 ―  110,569

４ 預け金   ― ―  145,367

５ たな卸資産   19,115 4,373  31,835

６ 短期貸付金   120,000 ―  60,000

７ 繰延税金資産   1,056 2,657  1,441

８ その他   17,234 67,293  16,533

  貸倒引当金   △2,343 △4,159  △2,533

流動資産合計   1,022,774 51.9 994,400 49.3  1,212,626 59.5

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１  31,852 1.6 23,435 1.2  29,012 1.4

２ 無形固定資産   20,581 1.1 16,878 0.8  20,515 1.0

３ 投資その他の
資産 

   

(1)投資有価証券   694,962 673,209  501,128

(2)関係会社株式   63,450 63,450  63,450

(3)長期滞留債権   148,639 137,789  137,789

(4)保険積立金   101,313 101,313  101,313

(5)繰延税金資産   16,079 73,515  31,224

(6)その他   17,816 68,113  78,113

  貸倒引当金   △147,787 △136,937  △136,937

投資その他の 
資産合計 

  894,473 45.4 980,454 48.7  776,082 38.1

固定資産合計   946,908 48.1 1,020,767 50.7  825,610 40.5

資産合計   1,969,682 100.0 2,015,168 100.0  2,038,237 100.0
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前第３四半期会計期間末
(平成19年４月30日) 

当第３四半期会計期間末
(平成20年４月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成19年７月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金   103,916 129,195  168,333

２ その他 ※２  35,779 80,421  37,335

流動負債合計   139,695 7.1 209,617 10.4  205,668 10.1

負債合計   139,695 7.1 209,617 10.4  205,668 10.1

    

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金   814,962 41.4 814,962 40.4  814,962 40.0

２ 資本剰余金    

(1)資本準備金   948,203 948,203  948,203

資本剰余金合計   948,203 48.1 948,203 47.1  948,203 46.5

３ 利益剰余金    

(1)その他利益剰
余金 

   

特別償却準備
金 

 478 142 478 

繰越利益剰余
金 

 47,694 48,173 114,821 114,964 79,966 80,445

利益剰余金合計   48,173 2.4 114,964 5.7  80,445 3.9

４ 自己株式   △39,678 △2.0 △39,678 △2.0  △39,678 △1.9

株主資本合計   1,771,660 89.9 1,838,451 91.2  1,803,932 88.5

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証
券評価差額金 

  58,326 3.0 △32,900 △1.6  28,636 1.4

評価・換算差額
等合計 

  58,326 3.0 △32,900 △1.6  28,636 1.4

純資産合計   1,829,987 92.9 1,805,551 89.6  1,832,569 89.9

負債・純資産合
計 

  1,969,682 100.0 2,015,168 100.0  2,038,237 100.0
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(２)四半期損益計算書 

 

  
前第３四半期会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日)

当第３四半期会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日)

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   886,713 100.0 1,082,304 100.0  1,248,491 100.0

Ⅱ 売上原価   765,506 86.3 753,388 69.6  1,032,711 82.7

売上総利益   121,207 13.7 328,915 30.4  215,779 17.3

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

  231,746 26.2 248,679 23.0  295,801 23.7

営業利益又は 
営業損失(△) 

  △110,539△12.5 80,236 7.4  △80,021 △6.4

Ⅳ 営業外収益 ※１  118,704 13.4 32,486 3.0  133,519 10.7

Ⅴ 営業外費用 ※２  463 0.0 51,938 4.8  3,207 0.3

経常利益   7,700 0.9 60,784 5.6  50,289 4.0

Ⅵ 特別利益 ※３  1,166 0.1 ― ―  1,683 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  10,840 1.2 ― ―  10,879 0.9

税引前第３四半
期(当期)純利益
又は税引前第３
四半期純損失
(△) 

  △1,972 △0.2 60,784 5.6  41,094 3.2

法人税、住民税及
び事業税 

 712 27,555 6,668 

法人税等調整額  11,511 12,223 1.4 △1,289 26,266 2.4 16,350 23,018 1.8

第３四半期(当
期)純利益又は第
３四半期純損失
(△) 

  △14,196 △1.6 34,518 3.2  18,075 1.4
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(３)四半期株主資本等変動計算書 

前第３四半期会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年４月30日) 

 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 

資本準備金 
資本剰余金
合計 特別償却

準備金 
繰越利益
剰余金 

利益剰余金 
合計 

自己株式 株主資本合計

平成18年７月31日残高
(千円) 

777,941 910,458 910,458 848 61,521 62,370 △39,678 1,711,092

第３四半期会計期間中の
変動額 

    

新株の発行 37,020 37,744 37,744 ― ― ― ― 74,764

第３四半期純損失(△) ― ― ― ― △14,196 △14,196 ― △14,196

特別償却準備金の取崩 ― ― ― △369 369 ― ― ―

株主資本以外の項目の 
第３四半期会計期間中
の変動額(純額) 

― ― ― ― ― ― ― ―

第３四半期会計期間中の
変動額合計(千円) 

37,020 37,744 37,744 △369 △13,827 △14,196 ― 60,568

平成19年４月30日残高
(千円) 

814,962 948,203 948,203 478 47,694 48,173 △39,678 1,771,660

 
評価・換算差額等 新株予約権 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

新株引受権 
新株予約権 
合計 

純資産合計 

平成18年７月31日残高
(千円) 

△2,138 △2,138 1,700 1,700 1,710,653

第３四半期会計期間中の
変動額 

  

新株の発行 ― ― ― ― 74,764

第３四半期純損失(△) ― ― ― ― △14,196

特別償却準備金の取崩 ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の 
第３四半期会計期間中
の変動額(純額) 

60,464 60,464 △1,700 △1,700 58,764

第３四半期会計期間中の
変動額合計(千円) 

60,464 60,464 △1,700 △1,700 119,333

平成19年４月30日残高
(千円) 

58,326 58,326 ― ― 1,829,987
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当第３四半期会計期間(自 平成19年８月１日 至 平成20年４月30日) 

 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 

資本準備金 
資本剰余金
合計 特別償却

準備金 
繰越利益
剰余金 

利益剰余金 
合計 

自己株式 株主資本合計

平成19年７月31日残高
(千円) 

814,962 948,203 948,203 478 79,966 80,445 △39,678 1,803,932

第３四半期会計期間中の
変動額 

    

第３四半期純利益 ― ― ― ― 34,518 34,518 ― 34,518

特別償却準備金の取崩 ― ― ― △336 336 ― ― ―

株主資本以外の項目の 
第３四半期会計期間中
の変動額(純額) 

― ― ― ― ― ― ― ―

第３四半期会計期間中の
変動額合計(千円) 

― ― ― △336 34,854 34,518 ― 34,518

平成20年４月30日残高
(千円) 

814,962 948,203 948,203 142 114,821 114,964 △39,678 1,838,451

 
評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成19年７月31日残高

(千円) 
28,636 28,636 1,832,569

第３四半期会計期間中の

変動額 
 

第３四半期純利益 ― ― 34,518

特別償却準備金の取崩 ― ― ―

株主資本以外の項目の 
第３四半期会計期間中
の変動額(純額) 

△61,536 △61,536 △61,536

第３四半期会計期間中の

変動額合計(千円) 
△61,536 △61,536 △27,018

平成20年４月30日残高

(千円) 
△32,900 △32,900 1,805,551

 



 
 

 35

前事業年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 

資本準備金 
資本剰余金
合計 特別償却

準備金 
繰越利益
剰余金 

利益剰余金 
合計 

自己株式 株主資本合計

平成18年７月31日残高
(千円) 

777,941 910,458 910,458 848 61,521 62,370 △39,678 1,711,092

事業年度中の変動額     

新株の発行 37,020 37,744 37,744 ― ― ― ― 74,764

当期純利益 ― ― ― ― 18,075 18,075 ― 18,075

特別償却準備金の取崩 ― ― ― △369 369 ― ― ―

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額
(純額) 

― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計
(千円) 

37,020 37,744 37,744 △369 18,444 18,075 ― 92,840

平成19年７月31日残高
(千円) 

814,962 948,203 948,203 478 79,966 80,445 △39,678 1,803,932

 
評価・換算差額等 新株予約権 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

新株引受権 
新株予約権 
合計 

純資産合計 

平成18年７月31日残高

(千円) 
△2,138 △2,138 1,700 1,700 1,710,653

事業年度中の変動額   

新株の発行 ― ― ― ― 74,764

当期純利益 ― ― ― ― 18,075

特別償却準備金の取崩 ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額
(純額) 

30,775 30,775 △1,700 △1,700 29,075

事業年度中の変動額合計

(千円) 
30,775 30,775 △1,700 △1,700 121,915

平成19年７月31日残高

(千円) 
28,636 28,636 ― ― 1,832,569
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(４)注記事項 

四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前第３四半期会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日)

当第３四半期会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日)

前事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日)

１ 資産の評価基準及び評

価方法 

(1)有価証券 

①子会社株式 

移動平均法による原

価法 

(1)有価証券 

①子会社株式 

同左 

(1)有価証券 

①子会社株式 

同左 

 ②その他有価証券 

ａ時価のあるもの 

第３四半期会計期

間末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定) 

なお、組込デリバ

ティブを区分して

測定することがで

きない複合金融商

品は、全体を時価評

価し、評価差額を当

第３四半期会計期

間の損益に計上し

ております。ただ

し、全体のリスクが

高くないと判断し

た複合金融商品の

評価差額は、純資産

の部に計上してお

ります。 

②その他有価証券 

ａ時価のあるもの 

同左 

②その他有価証券 

ａ時価のあるもの 

決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法 

(評価差額は、全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定) 

なお、組込デリバ

ティブを区分して

測定することがで

きない複合金融商

品は、全体を時価評

価し、評価差額を当

事業年度の損益に

計上しております。

ただし、全体のリス

クが高くないと判

断した複合金融商

品の評価差額は、純

資産の部に計上し

ております。 

 ｂ時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

ｂ時価のないもの 

同左 

ｂ時価のないもの 

同左 

 (2)たな卸資産 

①商品 

移動平均法による原

価法 

(2)たな卸資産 

①商品 

同左 

(2)たな卸資産 

①商品 

同左 

 ②仕掛品 

個別法による原価法

②仕掛品 

同左 

②仕掛品 

同左 

 



 
 

 37

 

項目 
前第３四半期会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日)

当第３四半期会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日)

前事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日)

２ 固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

定率法 

主な耐用年数 

建物 

８～15年 

器具備品 

４～８年 

ただし、建物(建物

附属設備は除く)は、

定額法を採用してお

ります。 

(1)有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

  (追加情報) 

当第３四半期会計期間

より、法人税法改正に伴

い、平成19年３月31日以前

に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基

づく減価償却方法の適用

により取得価額の５％に

到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に

含めて計上しております。

なお、この変更による営業

利益、経常利益及び税引前

第３四半期純利益に与え

る影響は軽微であります。

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、

当事業年度より、平成19

年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法と同一

の減価償却の方法に変更

しております。 

これにより、営業損失、

経常利益及び税引前当期

純利益に与える影響は軽

微であります。 

 (2)無形固定資産 

定額法 

主な耐用年数 

のれん   ５年

ただし、自社利用の

ソフトウェアについ

ては、社内における利

用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用

しております。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一般

債権については、貸倒実

績率により、貸倒懸念債

権等の特定の債権につ

いては、個別に回収可能

性を検討し、回収不能見

込額を計上しておりま

す。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 
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項目 
前第３四半期会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日)

当第３四半期会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日)

前事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日)

４ 外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準 

 

外貨建金銭債権債務は、

第３四半期決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は、損益とし

て処理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は、損益として処理してお

ります。 

５ その他四半期財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項 

 

(1)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理

は、税抜方式によってお

ります。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

 
会計処理の変更 

 
前第３四半期会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

(企業結合に係る会計基準等) 

当第３四半期会計期間から「企業

結合に係る会計基準」(企業会計審

議会 平成15年10月31日)及び「事

業分離等に関する会計基準」(企業

会計基準委員会 平成17年12月27

日 企業会計基準第７号)並びに

「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」(企

業会計基準委員会 最終改正平成

18年12月22日 企業会計基準適用

指針第10号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響は、

ありません。 

 

―――――――――――― 

(企業結合に係る会計基準等) 

当事業年度から「企業結合に係る

会計基準」(企業会計審議会 平成

15年10月31日)及び「事業分離等に

関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会

計基準第７号)並びに「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」(企業会計基準委

員会 最終改正平成18年12月22日

企業会計基準適用指針第10号)を適

用しております。 

これによる損益に与える影響は、

ありません。 
(繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い) 

当第３四半期会計期間より「繰延

資産の会計処理に関する当面の取

扱い」(企業会計基準委員会 平成

18年８月11日 実務対応報告第19

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響は、

ありません。 

中間財務諸表等規則の改正によ

る四半期財務諸表の表示に関する

変更は、以下の通りであります。 

(四半期損益計算書) 

営業外費用の主要項目である

「新株発行費」は、当第３四半期

会計期間から「株式交付費」とし

て表示しております。 

 

―――――――――――― 

(繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い) 

当事業年度から「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」(企業

会計基準委員会 平成18年８月11

日 実務対応報告第19号)を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響は、

ありません。 

財務諸表等規則の改正による財

務諸表の表示に関する変更は、以下

の通りであります。 

(損益計算書) 

営業外費用の主要項目である

｢新株発行費｣は、当事業年度から

｢株式交付費｣として表示してお

ります。 
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表示方法の変更 

 
前第３四半期連結会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日) 

(四半期貸借対照表) 

前第３四半期会計期間においては、流動資産の「その

他」に含めておりました「短期貸付金」の残高が総資産

の５％を超えたため、当第３四半期会計期間より区分掲

記しております。なお、前第３四半期会計期間末におけ

る「短期貸付金」の金額は60,000千円であります。 

(四半期貸借対照表) 

前第３四半期会計期間において独立科目として掲記

しておりました「短期貸付金」(当第３四半期会計期間

50,000千円)については、金額が僅少となったため、当

第３四半期会計期間より流動資産の「その他」に含めて

表示しております。 

 

注記事項 

(四半期貸借対照表関係) 

 
前第３四半期会計期間末 
(平成19年４月30日) 

当第３四半期会計期間末 
(平成20年４月30日) 

前事業年度末 
(平成19年７月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

99,810千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

110,857千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

103,337千円

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２ 消費税等の取扱い 

 

―――――――――― 

 
(四半期損益計算書関係) 

 
前第３四半期会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,682千円 

有価証券利息 291千円 

受取配当金 929千円 

投資有価証券売却益 100,713千円 
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 5,059千円

有価証券利息 19,151千円

業務受託手数料 3,375千円

投資有価証券売却益 4,745千円
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2,628千円

有価証券利息 5,428千円

受取配当金 1,443千円

投資有価証券売却益 118,180千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

投資有価証券売却損 76千円 

株式交付費 387千円 
 

※２ 営業外費用の主要項目 

為替差損 15,494千円

複合金融商品評価損 36,444千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

株式交付費 387千円

為替差損 2,743千円
 

※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益 191千円 

新株予約権戻入益 975千円 
 

※３ 特別利益の主要項目 

 

―――――――――― 

※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益 191千円

貸倒引当金戻入益 516千円

新株予約権戻入益 975千円
 

※４ 特別損失の主要項目 

投資有価証券評価損 10,000千円 
 

※４ 特別損失の主要項目 

 

―――――――――― 

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 64千円

投資有価証券評価損 10,000千円
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 10,296千円 

無形固定資産 3,831千円 
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 7,519千円

無形固定資産 4,055千円
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 14,308千円

無形固定資産 5,353千円
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(株主資本等変動計算書関係) 

前第３四半期会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年４月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当四半期会計期間末

普通株式(株) 233 ― ― 233

 

当第３四半期会計期間(自 平成19年８月１日 至 平成20年４月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当四半期会計期間末

普通株式(株) 233 ― ― 233

 

前事業年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 233 ― ― 233

 

(リース取引関係) 

前第３四半期会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年４月30日) 

該当事項は、ありません。 

 

当第３四半期会計期間(自 平成19年８月１日 至 平成20年４月30日) 

該当事項は、ありません。 

 

前事業年度(自 平成18年８月１日 至 平成19年７月31日) 

該当事項は、ありません。 

 

(有価証券関係) 

前第３四半期会計期間末(平成19年４月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

当第３四半期会計期間末(平成20年４月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

 

前事業年度末(平成19年７月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前第３四半期会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日)

当第３四半期会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日)

前事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日)

１株当たり純資産額 18,869.35円 18,617.38円 18,895.97円 

１株当たり第３四半期(当
期)純利益又は第３四半期
純損失(△) 

△146.83円 355.93円 186.80円 

潜在株式調整後１株当たり
第３四半期(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当た

り第３四半期純利益につ

いては、１株当たり第３

四半期純損失が計上され

ているため記載しており

ません。 

355.50円 186.00円 

(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

項目 
前第３四半期会計期間末
(平成19年４月30日) 

当第３四半期会計期間末
(平成20年４月30日) 

前事業年度末 
(平成19年７月31日) 

四半期貸借対照表の純資産
の部の合計額(千円) 

1,829,987 1,805,551 1,832,569 

普通株式に係る純資産額(千
円) 

1,829,987 1,805,551 1,832,569 

普通株式の発行済株式数
(株) 

97,215 97,215 97,215 

普通株式の自己株式数(株) 233 233 233 

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数
(株) 

96,982 96,982 96,982 

 

２ １株当たり第３四半期(当期)純利益又は第３四半期純損失(△)及び潜在株式調整後１株当たり第３四半

期(当期)純利益の算定上の基礎 

項目 
前第３四半期会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日)

当第３四半期会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日)

前事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日)

四半期損益計算書上の第３
四半期(当期)純利益又は第
３四半期純損失(△)(千円) 

△14,196 34,518 18,075 

普通株式に係る第３四半期
(当期)純利益又は第３四半
期純損失(△)(千円) 

△14,196 34,518 18,075 

普通株主に帰属しない金額
(千円) 

― ― ― 

普通株式の期中平均株式数
(株) 

96,690 96,982 96,763 

潜在株式調整後１株当たり
第３四半期(当期)純利益の
算定に用いられた普通株式
増加数の内訳(株) 

   

新株予約権 ― 117 418 

普通株式増加数(株) ― 117 418 

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり第３四半期(当期)純利
益の算定に含めなかった潜
在株式の概要 

新株予約権３種類 

(新株予約権による潜在

株式の数 1,599株) 

新株予約権４種類 

(新株予約権による潜在

株式の数 1,359株) 

新株予約権４種類 

新株引受権１種類 

(新株予約権による潜在

株式の数 1,689株、新株

引受権による潜在株式の

数 2,040株) 
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(重要な後発事象) 
 

前第３四半期会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年４月30日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成19年８月１日 
至 平成20年４月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年７月31日) 

該当事項は、ありません。 同左 同左 

 


